規定管理規定

（目的）

第1条 この規定は、社内規定（以下「規定」という）の制定、改廃など規定運用についての必要事項を定めたものであり、規定の体系的な整備および効率的な組織の運営を目的とする。

（規定の定義）

第２条
規定とは、各称や作成形式にかかわらず、会社の経営や業務運営に関する継続的な協力を有する定めで、文書化されたものをいう。

（規定管理部門および責任者）

第３条
規定管理部門は総務部門とし、総務部門長を規定責任者とする。

（規定責任者の職務）

第４条
規定責任者の職務は、次のとおりとする。

①
規定の様式を定め、この規定に基づいて様式を管理すること

②　規定の制定、改正、廃止などをこの規定に基づいて管理すること

3 規定の作成に際し体系的な位置づけを決定し、規定の様式や他規定との調整など規定の形式的な審査を行うこと

4 作成する規定の担当部門に対して、必要な規定を作成するよう要請し、必要に応じて規定の改正を要請すること

（規定の体系）

第5条 規定は、内容により次のような体系とし、その詳細は別に定める。

①　基本規定…経営の基本事項について定めたもの
②　組織規定…経営組織について定めたもの
③　業務規定…業務処理の方法について定めたもの

（規定の立案）

第６条
担当部門において規定を制定、改正するときは、原案を作成したうえで、規定責任者に提出するものとする。

（規定の形式審査）

第７条
規定責任者は、担当部門から提出された規定の原案について、次の点についての形式審査を行う。

①　規定の様式
②　規定体系上の位置づけ
③　他規定との関連
④　その他規定について必要と思われる事項

（規定の制定と公布）

第８条
形式審査が終了した規定は、規定制定権者の決議を受けて公布する。

（規定用紙の大きさ）

第９条
規定に使用する用紙の大きさは、Ｂ列５版で横書きとする。

（規定作成マニュアル）

第10条
様式その他の規定作成に関する基準は、別に定める「規定作成マニュアル」によるものとする。

（規定の周知）

第11条
規定責任者は、制定、改正、廃止された規定について、その内容を社員に周知徹底しなければならない。

２
規定責任者は規定の制定、改正にあたり必要な説明を行うものとする

（効力の発生および消滅）

第12条
規定の効力は、原則として規定に定められた施行日から発生する。

２
旧規定を廃止し、新規定を制定した場合は、旧規定の効力は新規定施行と同時に消滅する。

（効力順位）

第13条
規定の効力順位は、基本規定、組織規定、業務規定の順とする。

２
上位規定は下位規定を拘束し、上位規定に反する下位規定の内容はその効力をもたない。

（規定の効力や解釈についての疑義）

第14条
規定の効力や解釈について疑義があるときは、規定責任者に対して問い合わせるものとする。

２
問い合わせを受けた規定責任者は、規定作成部門と協議のうえ、その疑義に対して必要な措置をとらなければならない。

（規定の保管）

第15条
作成された規定は、原本を規定集として総務部門において保管する。

　　附　　　則

この規定は、平成○年○月○日から施行する。

